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１.農村ＲＭＯ形成の必要性
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【集落活動の実施率と総⼾数の関係】

【耕地⾯積の推移】

注1) 国勢調査の組替集計による。なお、令和２年以降(点線部分)はコーホート分析による推計値である。
2) 農業地域類型は平成12年時点の市町村を基準とし、平成19年4⽉改定のコードを⽤いて集計した。

【農業地域類型別の⼈⼝推移と将来予測】

資料︓農林⽔産政策研究所「農村地域⼈⼝と農業集落の将来予測」（2019年８⽉）

○ 条件不利地域ほど⼈⼝減少は顕著であり、集落内の⼾数減少は著しい状況。集落の総⼾数が10⼾を
下回ると、農地の保全等を含む集落活動の実施率が急激に低下。今後の⼈⼝動態を踏まえると、中⼭間
地域での集落活動実施率は更に低下し、⾷料供給機能や多⾯的機能の維持・発揮に⽀障が⽣じる恐れ。

中⼭間地域の⼈⼝減少と農業集落の状況

(年)
資料︓農林⽔産省「耕地及び作物⾯積統計」

(万ha)

【総⼾数が９⼾以下の農業集落の割合】

（出所）農林⽔産政策研究所「⽇本農業・農業構造の展開過程-2015農林業センサスの総合分析-」
（平成30（2018）年12⽉）

（出所）農林⽔査省「農林業センサス」

％

3



農村地域での集落機能の低下と地域運営組織の必要性

農村集落機能の衰退

資源管理
（所有と利⽤の分離）

⽣産補完
（相互補完の希薄化）

⽣活扶助
(社会サービスの後退)

農地、共同施設の荒廃化

⽣活の困難化経営縮⼩、離農

⽣産補完や⽣活扶助の農村集落機能が衰退
資源管理が困難となり農地や共同施設が荒廃

○ 中⼭間地域では、⾼齢化・⼈⼝減少の進⾏により、農業⽣産活動のみならず、地域資源（農地・⽔路
等）の保全や⽣活（買い物・⼦育て）など集落維持に必要な機能が弱体化。

○ 農家、⾮農家が⼀体となり、⽣産、⽣活扶助、資源管理に取り組むことで、地域コミュニティの機能
を維持・強化することが必要。

３つの集落機能を補完する地域運営組織（RMO)が必要
地域運営組織とは、地域の暮らしを守るため、地域で暮らす⼈々が中⼼となって形成され、

地域内の様々な関係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に
基づき、地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する組織。

RMO: Region Management Organizationの略
（例）○○まちづくり協議会、○○地域づくり協議会、○○地域協議会、○○地域運営協議会 等
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祭り・運動会・⾳楽会などのイベント
交流事業
健康づくり

地域の美化・清掃
防災訓練・研修

広報誌の作成・発⾏（Web媒体による情報発信等を含む）
⾼齢者交流サービス

⽂化・スポーツ
声かけ、⾒守りサービス

⽣涯学習
登下校の⾒守り
防犯パトロール

⻘少年の健全育成
地域の諸団体（⾃治会・集落を含む）の事務や活動の補助

地域の調査・研究・学習
公的施設の維持管理（指定管理など）

相談の場の確保
⼦育て中の保護者が集まる場の提供

⼦どもの学習⽀援、学童
弁当配達・給配⾷サービス

多⽂化共⽣
⽔路等の草刈りや泥上げ、農道等の補修

空き家や⾥⼭などの維持・管理
買い物⽀援（配達、地域商店の運営、移動販売など）

コミュニティバスの運⾏、その他外出⽀援サービス
家事⽀援（清掃や庭⽊の剪定など）

特産品の加⼯・販売（直売所の設置・運営など）
その他

農村景観の保全、⿃獣被害防⽌⽤の緩衝帯の設置
観光（観光施設の運営、観光体験など）

送迎サービス（学校、病院、その他⾼齢者福祉施設など）
⼦ども⾷堂の運営

農業
雪かき・雪下ろし

市町村役場の窓⼝代⾏
保育サービス・⼀時預かり

農地の⼀元的管理（栽培管理含む）
農業と福祉を組み合わせた活動 合計 [n=7,207]

○ 近年、地域で暮らす⼈々が中⼼となって地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する
地域運営組織（RMO）の形成数は増加。⼀⽅、農に関する組織の参加や、農に関する活動は僅か。

地域運営組織（RMO）の現状と課題

地域運営組織の主な活動
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地域運営組織の形成数

⽣活⽀援活動
基礎的活動

農に関する活動
活動は僅か…

構成団体・協⼒団体として参加している組織

出典︓総務省「地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査研究事業報告書」
令和４年度（地域運営組織︓7,207団体が複数回答)
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⾃治会・町内会
地域の⼦ども・⻘少年育成に関わる団体

地域の⽣涯学習・⽂化・スポーツに関わる団体
地域の福祉活動に関わる団体、⺠⽣委員・児童委員

地域の防犯・防災・交通安全に関わる団体
地域の緑化・美化に関わる団体

⻘年団
⼥性団体
⽼⼈クラブ

NPO
ボランティア団体

事業所（商店・商店街、⼯場、事業所等）
経済団体（商⼯会・商⼯会議所、農協、地場産業組合）

観光協会、観光地域づくり法⼈（DMO）
農家、集落営農組織、農業法⼈

農林地保全組織等
交通事業者（鉄道・バス・タクシー・船舶等）

保育所・幼稚園・認定こども園
⼩学校・中学校・⾼等学校

専⾨学校、⼤学
社会福祉協議会、福祉サービス事業所

医療機関、薬局
⾏政関係機関（市役所、公共施設、保健所等）

警察
その他

構成団体の考えになじまない（個⼈の集まりなど）

構成団体として参加している組織 [n=7,207] 活動に協⼒している組織 [n=7,207]

農に関する組織
組織の参加は僅か…
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２.農村ＲＭＯとは
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中⼭間地域の保全のための農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）のイメージ

農⽤地の保全 地域資源の活⽤ ⽣活⽀援

農村ＲＭＯ※

総
務
部

⽣
活
部

交
流
部

産
業
部

資
源
部

⾃治会・町内会
婦⼈会・ＰＴＡ
社会福祉協議会
など

事務局

協議機能

※ 地域運営組織が展開する活動は多種多様であり、法⼈格を持たない任意団体（⾃治会・町内会、⾃治会等の連合組織など）をはじめ、NPO法⼈、
認可地縁団体、⼀般社団法⼈、株式会社、合同会社など多様な法⼈制度を活⽤。

集落協定
集落営農
農業法⼈
など

（⼩学校区程度のエリア）
事業の実施実⾏機能協議会（総会）

地域ぐるみの農地の保全・活⽤ 直売所を核とした域内経済循環 集荷作業と併せた買い物⽀援

地域の存続に向けて普段から組織的に活動を⾏って
いる農業者を⺟体とした組織を形成

中⼭間地域等直接⽀払、多⾯的機能⽀払による共同活動、組織的活動の下地

Ａ
集
落
協
定

Ｂ
集
落
協
定

Ｃ
集
落

Ｄ
集
落
協
定

Ｅ
集
落
協
定

Ｆ
集
落
営
農

Ｇ
農
業
法
⼈

Ｈ
農
業
法
⼈

複数の集落による集落協定や農業法⼈など農業者を⺟体とした組織と、⾃治会、社会福祉協議会など多様な地域の
関係者とが連携して協議会を設⽴し、農村ＲＭＯの活動の基礎となる農⽤地等の保全、地域資源の活⽤、農⼭漁村の
⽣活⽀援に係る将来ビジョンを策定し、これに基づき各事業を実施。

中⼭間地域等直接⽀払の対象集落

多⾯的機能⽀払の対象集落

地
域
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン

資源管理 ⽣産補完
農業振興 ⽣活扶助

「農村空間を管理」し、農産物供給、景観、レクレーション等「地域資
源」を活⽤、さらに交流や居住等「⽣活」の空間として活⽤。
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農村RMOの形成過程
○ ⼈⼝減少等により集落活動が縮⼩し、地域⼒が低い時期には、⼩さな成功体験や共通体験を積み重ね、住⺠の

主体性と共通認識を⽣み出す、「寄り添い型⽀援」(⾜し算のサポート)を⾏う必要。
○ 継続的な活動が⾏われ地域⼒が向上する時期には、住⺠が作成した将来ビジョンに基づく事業計画策定や実⾏に

対する、「事業導⼊型⽀援」(掛け算のサポート)を⾏うと効果が⽣まれる。
※ 地域⼒がマイナスの時期にいきなり掛け算のサポートを⾏っても、かえってマイナスを⼤きくすることになるため、

まずは⾜し算のサポートを地道に⾏うことが重要。

・主体性の発揮
・共通認識の醸成

【地域⼒・活動の幅】

【年数】

（⾜し算のサポート）
⽴ち上げ期

（掛け算のサポート）
事業期

⾃⾛・
安定化

農村RMOが
形成される

市
町
村
に
よ
る
エ
リ
ア
設
定
︵
学
校
区
・
旧
市
町
村
等
︶

・外部とのつながり
・⼩さな成功体験
・共通体験

住⺠の不安や悩みに寄り添う
（住⺠と共に考え⾏動する）

集落の持続可能性
に向けた活動

稲垣⽂彦：震災復興が語る農⼭村再⽣、コモンズ(2014)

農⼭漁村振興交付⾦（中⼭間地農業推進対策）
うち農村RMOモデル形成⽀援

地域の将来ビジョンを策定

ビジョンに基づく事業計画、
策定、調査、実証等
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パ タ ー ン ① 農⽤地を保全する組織と、地域の組織が協⼒し合う
ことで農村ＲＭＯに発展

農⽤地を
保全する組織

A集落

B集落 C集落

･農村景観の保全
･農地の有効活⽤
･⽔路の清掃・草刈り 等

⾃治会 等

社会福祉協議会

⼀般RMO

･買い物⽀援
･移動⽀援
･⾼齢者福祉 等

連携し
農村ＲＭＯに

発展

農村RMO

⽣活⽀援活動農⽤地保全活動

農村ＲＭＯ形成のアプローチ

公⺠館

地域の組織

中⼭間地域等
直接⽀払組織 など
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活動が発展

･買い物⽀援
･移動⽀援
･⾼齢者福祉 等

⽣活⽀援活動

･農家レストラン
･農産物加⼯販売
･体験交流事業 等

地域資源利⽤活動

農村ＲＭＯ形成のアプローチ

公⺠館
社会教育活動
と連携した

地域で⽀え合う
むらづくり

農⽤地を保全する組織が、活動内容を発展させ、
農村ＲＭＯに発展

農村RMO

パ タ ー ン ②

農⽤地を
保全する組織

A集落

B集落 C集落

･農村景観の保全
･農地の有効活⽤
･⽔路の清掃・草刈り 等

農⽤地保全活動

中⼭間地域等
直接⽀払組織 など
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⾼齢化で悩む
集落をサポート

農地の利活⽤等
の⽀援

農村ＲＭＯ形成のアプローチ

地域の組織が、中⼭間地域等直接⽀払の集落協定等
と協⼒し合うことで農村ＲＭＯに発展

⾃治会 等

社会福祉協議会

⼀般RMO

･買い物⽀援
･移動⽀援
･⾼齢者福祉 等

⽣活⽀援活動

公⺠館

地域の組織

農村RMO

農⽤地を
保全する組織

･農村景観の保全
･農地の有効活⽤
･⽔路の清掃・草刈り 等
(Ａ集落・Ｃ集落は、
活動が停滞し、連携が
取れない。)

農⽤地保全活動

パ タ ー ン ③

A集落

B集落 C集落

中⼭間地域等
直接⽀払組織 など
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中⼭間地域等直接⽀払 集落協定の連携とともに、農村ＲＭＯとしての活動を展開している事例

【当該地区の主な売り上げ】
⽔稲育苗受託 ……………
⽔稲防除受託 ……………
堆肥散布受託 ……………
⽶のブランド化 …………
直売所 ……………………
アンテナショップ ………

〈雑収⼊〉
中⼭間直接⽀払（事務報酬）

２集落を統合

３集落を統合

５集落を統合
550万円
574万円
880万円

1,006万円
1,944万円

888万円

358万円

３集落を統合

（2021年）

〇 Ａ地区では、地域住⺠が⽴ち上げた法⼈が、13集落で実施していた中⼭間地域等直接⽀払の集落協定を４つに統合。
各協定の事務処理を受託するなど、ゆるやかな連携を開始

〇 地域住⺠同⼠の話し合いを基に、農村ＲＭＯとしての活動（⽔稲の防除、直売所、買い物⽀援）にも取り組み。
〇 中⼭間地域等直接⽀払の事務報酬や、農⽤地保全に関する売り上げ収⼊等が、組織運営に役⽴っている。

農村ＲＭＯが、事務処理や加算要件の取組みを受託

農⽤地の保全
・中⼭間直払いの事務
・⽔稲関連の作業受託
・遊休農地の管理、活⽤

地域資源活⽤
・地域⽶のブランド化
・地元農作物を活⽤した
商品開発

・直売所の開設、運営

⽣活⽀援
・ＵＩターン誘致による
定住促進

・移動販売による買い物⽀援
・英語塾等の⼦育て⽀援

【農村ＲＭＯとしての主な活動】

買い物⽀援

朝市の模様

ドローンによる
防除
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３.支援体制の構築
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市町村 都道府県中間⽀援組織

農村ＲＭＯ形成推進に関する推進体制について

○ 農村ＲＭＯを効果的に形成するため、全国レベル、県域レベル、地域レベルの各段階における推進
体制の構築等を⽀援する。

地域マネー
ジャー

【地域レベル】

研究会
(指導助⾔・評価)

研修
(スキルアップ)

フォーラム
(普及啓発・意⾒交換)

Webサイト
(情報共有・発信)

共通プラットフォーム
農村RMOに関わる事業者・関係機関等からの情報を集約し、情報発信や共有・交流を⾏う場を形成

⽀援チーム
農村RMOを⽬指す地域に対し、関係する部局・機関が連携した伴⾛⽀援体制を整備

農林部局
地域振興部局

健康福祉部局

農林部局
地域振興部局

健康福祉部局

伴⾛

コーディ
ネーター

集落⽀援員 ⽣活⽀援
コーディ
ネーター

JA職員

集落集落 集落集落 集落集落 集落

農村地域づくり協議会
⾃治会・町内会
婦⼈会・ＰＴＡ
社会福祉協議会など

集落協定、集落営農
農業⽣産法⼈
など

農村ＲＭＯ
複数集落を範囲として農業者の組織と⾃治会等地域の多様な主体が連携して協議する体制を構築

事務局

中⼭間地域等直接⽀払交付⾦
多⾯的機能⽀払交付⾦

参画

地域
おこし
協⼒隊

農村ＲＭＯ形成の
ノウハウを蓄積し、
全国にＤＮＡを普
及

部局横断的な農村
ＲＭＯ⽀援チーム
を形成し、農村Ｒ
ＭＯ形成の伴⾛を
実践し、ノウハウ
を蓄積

当該県におけるモ
デル的な農村ＲＭ
Ｏを形成し、横展
開

⽀援

教育委員会教育委員会
公⺠館主事
社会教育⼠

【県域レベル】

【全国レベル】
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農村ＲＭＯ形成推進に向けた各府省連携

１．「農村ＲＭＯ」の形成にあたって各府省所管の各種制度を活⽤
＜農村ＲＭＯとの関わりが想定される制度＞

⽂部科学省 厚⽣労働省 国⼟交通省
 社会教育施策（公⺠

館活動、社会教育⼠
等）

 ⽣活⽀援コーディ
ネーター

 介護保険法に基づく
地域⽀援事業

 重層的⽀援体制整備
事業

 ⼩さな拠点を核とし
たふるさと集落⽣活
圏形成推進事業

 国⼟の管理構想（地
域管理構想）

総務省
 集落⽀援員
 地域おこし協⼒隊
 地域プロジェクトマ

ネージャー
 地域⼒創造アドバイ

ザー

 地域活性化起業⼈
 特定地域づくり協同

組合
 過疎地域等集落ネッ

トワーク圏形成⽀援
事業

 地⽅交付税

内閣府
 地域活性化伝道師

連携を確認している各省担当課【総務省地域⾃⽴応援課（地域振興室、過疎対策室）、厚⽣労働省認知症施策･地域介護推進課・地域福祉課、⽂部科学省⽣涯学習推進課・地域学習推進課、
国⼟交通省総合計画課・地⽅振興課、内閣官房デジタル⽥園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地⽅創⽣事務局】

２．各省が実施する都道府県・市町村の担当部局等への説明
において、農林⽔産省から農村ＲＭＯ形成推進施策を情報
提供し、各地域の⼀体的な取組を促進

３．関係府省連絡会議（農村ＲＭＯ形成促進に関する情報共有の場）の形成
【関係府省等】総務省、内閣府、厚⽣労働省、国⼟交通省、⽂部科学省、農林⽔産省、各種団体等
【会議の内容】①現場情報の共有、②関連施策の共有
【開催実績】第１回（R3.10.21）、第２回（R4.1.20）、農村RMO推進シンポジウム（R4.3.10）

農村RMO推進研究会（第１回︓R4.9.5）、農村RMO中央研修会（R4.12.7〜８）
農村RMO推進研究会（第２回︓R5.3.2）

県
・
市
町
村

⼀緒に動かす

伝達・
意識醸成

健康福祉
担当

地域づくり
担当

社会教育
担当

農林⽔産
担当

国
（RMO関連制度） 伝達・

意識醸成

R4.9.5 農村RMO推進研究会

【⽂部科学省】中央教育審議会⽣涯学習分科会
【厚⽣労働省】重層的⽀援体制整備事業との連携に関する連名通知(R4.3.1)

社会・援護局関係主管課⻑会議
社会保障審議会介護保険部会

【内 閣 府】⼩さな拠点・地域運営組織／関係⼈⼝担当者会議
「デジ活」中⼭間地域に関する関係府省連絡会議
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４.農村ＲＭＯにおける農用地保全活動
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○ A町は、平成16年に４町村が合併し誕⽣、合併当時の⼈⼝は１万２千⼈あったが現在は⾼齢化と⼈⼝減少が進⾏。
○ B集落のように中⼭間直払に取り組んでいる地区では農地が維持されている。
○ 他⽅で、C集落では⼈⼝減少が進⾏し、⼩学校も無くなり、農地の維持が困難になる集落も増えており、集落機能の低下が顕著。

●

●

●
●

●

▲
▲

▲

■

●

交付面積
8.4ha

交付面積
1.8ha

交付面積
4.4ha

交付面積
2.4ha

交付面積
8.4ha

◆◆

◆

B集落 規模の大きい肉牛農家が飼料作物を栽培することから、
B集落では、比較的農地が維持されている

注１： →中山間地域等直接支払の協定がある集落

２： →過去に中山間地域等直接支払に取り組んでいた集落

３：◆→これまで中山間直接に取り組んでいない集落

C集落

耕作放棄された田

高齢化が進み、空き家が増え、毎年、耕作放棄も増加

★ 旧小学校

拠点施設
（文化センター）

いのしし除けのトタン

道路に面し、地区内では比較的条件の良い田んぼ
であったが、現在は高齢化により耕作放棄となっている

中⼭間地域の現状
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①

②

③

④

④
⑤

⑤

⑤

⑥

⑧

⑦

③

⑨

将来的な有機利⽤エリア
（そば、緑肥作物等）

担い⼿への集約

担い⼿への集約

担い⼿への集約

平場営農組織

（イメージ図）

⑤

⑥
⼦供⾷堂

複数集落を対象とした持続的な⼟地利⽤（再編）のイメージ
○ ⼈⼝減少や⾼齢化が急速に進⾏する中⼭間地域においては、近年、更に⼈⼝減少が進⾏し、集落コミュニティの脆弱化が懸念されるとともに、

様々な政策努⼒を払ってもなお農地としての維持が困難な⼟地が増⼤
○ このため、地域の話し合いを通じて、守るべき農地を明確化し、従来の⼿法では維持困難な農地については、農村ＲＭＯが受け⽫となって、

地域内外の新たな⼈材等を呼び込みながら、放牧、蜜源作物、緑肥作物等、省⼒作物による粗放的利⽤等により農⽤地を保全

担い⼿への集積・集約化が困難な農地について、農村RMOを中⼼に農⽤地保全に向けた⼟地利⽤を検討

②

婦⼈会

Ｕ・Ｉターン

地域おこし協⼒隊 公⺠館・社会教育
関係者

飲⾷店経営者狩猟ハンター

話合いの様⼦

① 粗放的な利⽤による
農業⽣産（燃料作物）

② 粗放的な利⽤による
農業⽣産（緑肥作物）

④ ⿃獣緩衝帯 ⑨ 果樹（ナツメ）

⑥ 農業体験を通じた
環境教育

③ 粗放的な利⽤による
農業⽣産（放牧）

⑤ 農業⽣産の再開が
困難な⼟地への植林

⑦ 福祉⽬的での農園利⽤
（ユニバーサル農園）

⑧ 粗放的な利⽤による
農業⽣産（蜜源作物）

畜産農家

⼦ども会・PTA

⾼齢者

養蜂家

はちみつ
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地域企業のCSR活動

生きがいづくりの場

緑肥作物／有機農業の取組

婦人会による特産物づくり

交流の場

計画的な植林

生活困窮者などの農園利用障がい者福祉施設との連携 養蜂家と連携した蜜源作物

社会・環境教育
（公民館活動）

高齢者の介護予防事業

新規就農者

鳥獣緩衝帯として利用

放牧の取組 手間のかからない作物の植栽

地域の農地を有効活用

農

村

空

間

の

管

理

地

域

で

支

え

る

む

ら

づ

く

り

の

推

進

地域おこし協力隊

農村ＲＭＯが関係する
多種多様なプレイヤー

シソ エゴマ

ミツマタ ナツメ

｢○○銀行｣｢○○食品｣｢○○建設｣等
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５.農村ＲＭＯの事例
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いなわしろまち

【協定農⽤地】

地域の概要

組織体制

【⿃獣害対策の研修】【農家レストラン結】

農村型地域運営組織の事例（福島県猪苗代町⾒祢地区）
活動内容と発展過程

集落協定等による農地保全活動を契機に、地域の担い⼿が牽引
役となり集落営農組織を⽴ち上げ、農家レストラン運営による所
得向上の取組を⾏うとともに、公益活動組織による⽣活⽀援活動
も実施。

平成29年、地域内組織を束ねる「⾒祢結乃村未来協議会」を設
⽴。

① 農⽤地等保全
平成12年度より中⼭間地域等直接⽀払制度への取組を開始し、

農業を中⼼とした所得向上や地域活性化活動へ活⽤ 。
農地・⽔路等の維持活動は多⾯的機能⽀払交付⾦で実施。

② 地域資源活⽤
平成20年に農作業受託組織を⽴ち上げ、平成25年には「結乃村

農楽団」として農業⽣産法⼈化し、直売所や農家レストランを開
業。

③ ⽣活⽀援
狩猟等による⿃獣害対策を⾏うほか、福祉ワゴンの運⾏、独居

や⾼齢者世帯などの⾒守りなど、福祉活動も拡⼤予定。

みね

【令和３年度実績】
〇 中⼭間地域等直接⽀払交付⾦

協定⾯積：32.4ha
協定開始：平成12年度

・集落協定
・見祢営農改善組合 等

農⽤地等保全 ⽣活⽀援

見祢結乃村未来協議会

・農事組合法人 結乃村
農楽団

・認可地縁団体見祢区
・農事組合法人 結乃村
農楽団

地域資源活⽤

猪苗代町
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ななおし

地域の概要

組織体制

農村型地域運営組織の事例（⽯川県七尾市釶打地区）
活動内容と発展過程

過疎化が進⾏し、将来の農業継続等に危機感を抱き、町会⻑や
⽣産組合⻑等の有志らが集まり、地域づくりに関する様々な協議
をする場として、 「釶打むらづくり推進会議」を設⽴し、基礎的
な集落環境を整備。

商⼯会などを新たなメンバーに加え、「釶打ふるさとづくり協
議会」に改組して、住⺠みんなで考え実践するふるさとづくりに
取り組み、地域資源の発掘と祭りの復活を通じた地域の結束を実
現。

⾦沢⼤学等と連携するほか、インターンシップを積極的に受け
⼊れ、いわば「ヨソモノ」の視点と知恵を借り、埋もれていた地
域資源を活⽤し、むらづくりのノウハウに⼀層磨きをかける。
① 農⽤地等保全

簡易な圃場整備やミニライスセンターの建設。また、荒廃した棚
⽥をふるさと農園として整備してオーナーを募集。さらに、H12年
より中⼭間地域等直接⽀払制度を開始。
② 地域資源活⽤

湧き⽔を核とした地域おこしや祭りを復活。また、⾦沢⼤学等
の参加の下、夏祭りや秋祭り体験や稲刈などの農作業体験からな
るツーリズム事業を実施。
③ ⽣活⽀援

H24年「NPO法⼈なたうち福祉会」を設⽴し、病院等への送迎、
買物代⾏、安否確認サービス等の⾼齢者福祉対策を実施。

なたうち

支援

【農⽤地保全（棚⽥）】 【⽣活⽀援（買い物⽀援】【地域資源活⽤】

・町会連合会
・圃場整備事業組合
・美土里ネットなたうち 等

農⽤地等保全 ⽣活⽀援

釶打ふるさとづくり協議会

・町会連合会・商工会
・藤瀬霊水公園管理組合
・釶打地区女性会
・美土里ネットなたうち 等

・NPOなたうち福祉会

地域資源活⽤

・金沢大学 等

七尾市 【令和３年度実績】
〇 中⼭間地域等直接⽀払交付⾦

協定⾯積：140.9ha
協定開始：平成12年度
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地域の概要

組織体制

活動内容と発展過程
檮原町では明治の旧村を６つの区として⾃主防災や健康づくり

などの基礎的な⾃治活動を実施。これをベースに平成20年頃から、
集落活動センターを順次設置。また、平成17年度からは、中⼭間
直接⽀払を６区６協定に広域化。

その１つ、「松原区」の集落活動センターでは、住⺠による運
送サービス等の⽣活⽀援、中⼭間直接⽀払の集落協定等による農
⽤地管理活動、加⼯販売施設を活⽤した経済活動を展開。

① ⽣活⽀援 ②農⽤地等保全
地域からガソリンスタンドが消える危機感をきっかけに、中⼭

間地域等直接⽀払の活⽤も視野に検討を⾏い、平成23年にＮＰＯ
法⼈「絆」を設⽴し、地域交通や配⾷サービスをあわせて実施。

平成24年には住⺠出資で「(株)まつばら」を設⽴し、ガソリンス
タンド運営を継承。

③地域資源活⽤
(株)まつばらは、給油所事業に始まり、地域⾷材販売、農林業資

材集出荷等の複合経営に発展し、平成26年には加⼯販売施設「あ
いの⾥」を設⽴し、特産品づくりやレストラン運営を展開。

【⽣活⽀援】 【農⽤地等保全】 【地域資源活⽤】

ゆすはらちょう

農村型地域運営組織の事例（⾼知県梼原町松原地区）
まつばら

・集落協定

農⽤地等保全 ⽣活⽀援

住民自治組織（集落活動センター）

・（株）まつばら ・NPO法人 絆
・（株）まつばら

地域資源活⽤

梼原町 【令和３年度実績】
〇 中⼭間地域等直接⽀払交付⾦

協定⾯積：14.0ha
協定開始：平成12年度
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地域の概要

組織体制

活動内容と発展過程

たきちょう

農村型地域運営組織の事例（三重県多気町勢和地区）
せいわ

地域保全への意識喚起のイベントを契機に、地域の活動が活発
化し、地域協議会を設⽴。農地維持活動、施設の補修などの農林
地保全に加え、６次産業化の推進などの地域資源活⽤なども⾏う。

近年は地域⽣活の課題解決を⾏うため、協議会が中⼼となり、
まちづくり事業を⾏う法⼈を設⽴。⽣活⽀援として、防犯パト
ロールや独居⽼⼈の⾒守りなど「農村福祉」にも取り組む。
① 農⽤地等保全 ② 地域資源活⽤

⽴梅⽤⽔⼟地改良区が農地・農業⽤施設を管理していたが、平
成19年に協議会を設⽴して以降、地域住⺠とともに地域資源の保
全・活⽤を開始。平成26年度から多⾯的機能⽀払交付⾦を実施し、
多⾯的機能や地域資源の向上に取り組む。

平成20年度には、集落営農組織「元丈の⾥営農組合」を設⽴し、
集落営農や新たな特産品づくりにも取組み、和クッキーや漬け物
などの商品開発、地域資源を活⽤した⽥舎型体験イベントも実施
している。

また、協議会設⽴前から地域で⾏っていた農家レストランを継
続している。
③ ⽣活⽀援

平成28年には、協議会が中⼼となり、地域⽣活の課題を解決す
るために地域資源を活⽤した町づくり事業を実施する「（⼀社）
ふるさと屋」を設⽴し、超⼩型モビリティを⽤いた「防犯パト
ロール」や独居⽼⼈の⾒守りなどの「農村福祉」事業にも取り組
んでいる。

【遊休農地の解消】 【地域住⺠による⾒守り】【農家レストラン】
（「せいわの⾥ まめや」）

・立梅用水土地改良区

農⽤地等保全 ⽣活⽀援

多気町勢和地域
資源保全・活動協議会

・有限会社 せいわの里
・元丈の里営農組合

・（一社）ふるさと屋

地域資源活⽤

多気町 【令和３年度実績】
〇 多⾯的機能⽀払交付⾦

協定⾯積：687ha
協定開始：平成19年度
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地域の概要

組織体制

活動内容と発展過程

やすぎし

農村型地域運営組織の事例（島根県安来市⽐⽥地区）
ひだ

過疎、少⼦⾼齢化、担い⼿不⾜等による地域存続の危機感から、
地域内の有志で結成されたプロジェクトチームで話し合いを重ね
「えーひだ88ビジョン」(H28)を策定。その１つ「まるごと会社
化」を受け、 「えーひだカンパニー株式会社」(H29)を設⽴。⾃治
機能と⽣産機能を 合わせ持った、住⺠による住⺠のための株式会
社として、⽣活環境、福祉、産業、観光など多岐にわたる分野で、
ビジョン実現に向けた事業を展開。
① 農⽤地等保全

カンパニーは中⼭間地域等直接⽀払の地区内４つの統合協定の
事務処理等を担う。また、⽔稲育苗やドローン防除、堆肥散布、
草刈りの受託作業を⾏っている。さらには約５haの農地で⽔稲
(2.3ha)のほか、遊休農地を活⽤してソバ、⼩⻨、牧草を栽培し農
地保全に取り組む。
② 地域資源活⽤

⼥性農家と地域おこし協⼒隊により地域の農産物を⽤いたド
レッシングやパン、地酒等の開発や⽐⽥⽶ブランド化を進め、直
売所のみならず安来市内の病院にアンテナショップを運営し地域
資源を活⽤した農産物の⾼付加価値化に積極的に取り組んでいる。
③ ⽣活⽀援

定住相談⽤パンフレットを作成し相談会にて移住者の誘致活動と
定住⽀援を実施。2017年から３年間で６組16名が移住。他、⾼齢
者の居場所づくり、⼩学校との連携、デマンド型地域内有償運送
の実施、⽐⽥版ハザードマップの作成や、今後は買い物⽀援とし
て移動販売事業にも取り組む。

【農⽤地保全】 【⽣活⽀援】【地域資源活⽤】
※ 各協定は、交付⾦の⼀部をカンパニー側の事務報酬に充当している。

・比田米プロジェクト部
・総務部 等

農⽤地等保全 ⽣活⽀援

えーひだカンパニー株式会社

・ひだキッチン部
・比田米プロジェクト部
・地域魅力部 等

・地域魅力部
・生活環境部 等

地域資源活⽤

安来市 【令和３年度実績】
〇 中⼭間地域等直接⽀払交付⾦

協定⾯積：59.7ha(梶福留)、38.5ha(⽐⽥中央)、
44.9ha(⻄⽐⽥上)、70.5ha(東⽐⽥)

協定開始：平成12年度
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○ 農事組合法⼈が中⼼となり、集落営農や中⼭間地域等直接⽀払等の農⽤地保全活動に取り組み。
○ 地域資源を活⽤した商品開発やブランド化の他、地域の⽣活や伝統を守る取組を実施。
○ 移住者の定着のため、交流会やユズの農作業研修などを開催。移住者のための住宅も提供。

農村型地域運営組織（農村RMO)の事例
【⼀般社団法⼈ 三原村 集落活動センターやまびこ】

ユズ⽣産額（単年）村外からの移住者（累計）社会増減（H22 ➝ H27）
【農村RMOの活動による成果】

【⽬的】
1.安⼼して⽣活できる村
2.⽣産活動を継続し、農村維持が
できる村

【役割】
「安⼼して⽣活できる村」という⽬的に
向かい、官⺠の垣根を超えた発想で
様々な取り組みを推進。

農村型地域運営組織（農村RMO）の事例 ⾼知県三原村 集落活動センターやまびこ

【農⽤地保全】 【地域資源活⽤】 【⽣活⽀援】

農⽤地保全活動

⼭菜

どぶろく ユズ

三原村ブランド⽶

農業公社ユズ関連就労者数（単年）

【⾼知県三原村】

⾼知県
【地域の概要】
四万⼗川⽀流中筋川の流域にある⼭村。
【⼈⼝】
1,498⼈（R2.1.1)

【主要作物】
⽔稲、ユズ、ブロッコリーなど

【⾯積】
85.37k㎡

【中⼭間地域等直接⽀払（R３）】
交付⾯積︓250.2ha
協定開始︓平成12年度

三原村で
暮らそう︕
【移住促進】

〜1,500⼈の村⼈全員が「ワンチーム」で取り組み、安⼼して⽣活できる村を実現〜

三原村

⽣産部 特産品
販売促進部 福祉⽀援部 移住促進部 店舗部 観光部

移住促進住宅

移住者交流会（ユズの収穫体験）

地域に伝わる祭りの復活

やまびこカフェ防災教室の開催⾼齢⼥性も活躍
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６.各省施策との連携
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農村RMOの活動に係る各府省の関連施策
制度 農村ＲＭＯとの関わり

⽴
ち

上
げ

農⼭漁村振興交付⾦（農村型地域
運営組織（農村RMO）形成推進事業

 農村RMOを⽬指す地域協議会等が⾏う調査、計画作成、実証事業等の取組を⽀援
 都道府県単位の伴⾛⽀援体制構築や全国プラットフォームの整備に対して⽀援

農⽔省下
⽀
え

中⼭間地域等直接⽀払交付⾦  中⼭間地域等において将来の農業⽣産活動を維持するための活動を⽀援

多⾯的機能⽀払交付⾦  地域共同で⾏う、多⾯的機能を⽀える活動や地域資源の質的向上を図る活動を⽀援

伴
⾛

地域活性化伝道師  地域課題の解決に向けた取組に対して、市町村職員や地域リーダーに指導・助⾔を⾏い、地域⼈材⼒の強
化を⽀援 内閣府

地域⼒創造アドバイザー  地域資源を活⽤した地場産品発掘・ブランド化・観光振興等の取組を⽀援
総務省

寄
り

添
い

集落⽀援員  集落⽀援員が参画することにより、集落間の調整が円滑化

⽣活⽀援コーディネーター  ⽣活⽀援サービスについて、計画策定や事業活動をサポート

厚労省

連
携

介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業  地域の実情に応じて、住⺠等の多様な主体が、要⽀援者等に対する介護予防・⽇常⽣活⽀援に資する取組
を⾏うことを⽀援

重層的⽀援体制整備事業
 重層的⽀援体制整備事業における地域づくり事業（介護、障害、⼦ども、⽣活困窮の各分野）等について、

農業関連の取組の受け⽫となり実施
（例︓⼀般介護予防事業を活⽤した⾼齢者の農的活動において、⾼齢者への農作業の指導や農園の管理

等を実施）

公⺠館、社会教育主事、社会教育⼠  住⺠の学習ニーズや地域の実情に応じた多様な学習機会の提供、地域課題の解決など、住⺠の学びを多様
な主体と連携しながら⽀援 ⽂科省

メ
ン
バ
ー
・
構
成
員

農村プロデューサー養成講座  地域の将来像やそこで暮らす⼈々の希望の実現に向けてサポートする⼈材を育成 農⽔省

地域おこし協⼒隊  地域おこし協⼒隊が参画することにより、活動が活性化、経済事業を運営する法⼈へ就職

総務省

地域プロジェクトマネージャー  地域プロジェクトマネージャーが、⾏政や⺠間等との橋渡しをしながら、活動等を⽀援

地域活性化起業⼈  地域活性化起業⼈がノウハウや知⾒を⽣かし、経済事業等を⽀援

特定地域づくり事業協同組合  特定地域づくり事業協同組合からの⼈材派遣

運
営

地⽅交付税措置  地域運営組織の運営・形成⽀援のための経費等についての交付税措置
 住⺠共助による⾒守り・交流の場や居場所づくり等への⽀援に要する経費についての交付税措置

過疎地域等集落ネットワーク圏
形成⽀援事業  新たな事業に取り組む場合に活⽤

具
現化 地域管理構想

（国⼟の管理構想）  地域管理構想の検討・実⾏にあたり、地域の核となる主体として参画 国交省
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特定地域づくり事業協同組合

対 象：人口規模・人口密度・事業所数等に照らし、人材確保に特に支援が必要な地区として知事が判断
※過疎地域に限られない

認定手続：事業協同組合の申請に基づき、都道府県知事が認定（10年更新制）
特例措置：労働者派遣法に基づく労働者派遣事業（無期雇用職員に限る）を届出で実施可能

人口急減法の概要

特定地域づくり事業協同組合制度の概要

都道府県

・事業者単位で見ると年間を通じた仕事がない

・安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保できない

⇒人口流出の要因、UIJターンの障害

人口急減地域の課題

・地域の仕事を組み合わせて年間を通じた仕事を創出
・組合で職員を雇用し事業者に派遣
（安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保）

⇒地域の担い手を確保

特定地域づくり事業協同組合制度

〈組合の運営経費〉

市 町 村

１／２
利用料金収入

１／４
交付金

食

品

加

工

業

者

製

材

業

者

介

護

業

者

運

送

業

者

飲
食
・
宿
泊
業
者

農

業

者

林

業

者

…

機

械

製

造

業

者

特定地域づくり事業協同組合員

…

人材 派遣

認定

漁

業

者

１／８
特別
交付税

１／８

１／２市町村助成

根拠法：地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律（令和2年6月4日施行）

財政
支援

利用 料金

地域づくり人材の雇用⇒所得の安定・社会保障の確保

※このほか、設立支援に対する特別交付税措置あり

R5予算額 5.6億円
※内閣府予算計上

情報提供
助言、援助

出典：総務省ホームページ
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農村RMOと 「特定地域づくり事業協同組合」 の連携（RMOが、組合員）
・ 「安来市特定地域づくり事業協同組合」では、仕事を組み合わせたマルチワークを形成することで、

組合員加入している地域の事業者に対し、労働者派遣事業を実施。

・ 同組合には、農村ＲＭＯ「えーひだカンパニー」も組合員として参画し、地域づくり人材※が安心して
活躍できる環境を整備。

安来市特定地域づくり
事業協同組合

無期雇⽤派遣職員として採⽤

農事組合法⼈のきの郷
（業種︓農業）

有限会社梅林商会
（業種︓農機具販売・⼩売業）

えーひだカンパニー株式会社
（業種︓農業）

株式会社
LPCベジタリアファーム

（業種︓農業）

北中農園
（業種︓農業）

合同会社VEGE齋藤
（業種︓農業）

有限会社
ジェイエイやすぎサービス

（業種︓農業）

農事組合法⼈
おおつか営農組合
（業種︓農業）

やすぎアグリ合同会社
（業種︓農業）

安来市特定地域づくり事業協同組合 組合員

派
遣

平成29年設立。自治機能と生産機能を合わせ
持った、住民による住民のための株式会社と
して、農業（中山間地域等直接支払交付金の
事務も受託）を含め、生活環境、福祉、産業、
観光など多岐にわたる分野で、ビジョン実現
に向けた事業を展開。

えーひだカンパニー株式会社（農村RMO)

えーひだ市場

出典：安来市特定地域づくり事業協同組合ホームページ

※ 地域づくり人材：地域の産業に従事する者やNPO等の社会貢献活動に従事する者など、
地域社会の維持及び地域経済の活性化に寄与する人材等

（地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律ガイドラインより）

事例︓島根県安来市⽐⽥地区

【比田地区】人口959人、世帯数396戸（2022年７月末時点）
小学校１校、19の自治会（集落）
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農村RMOと 「特定地域づくり事業協同組合」 の連携（農村RMOから、組合を設⽴）
・ 一般社団法人櫛池農業振興会は、中山間地域等直接支払交付金や多面的機能支払交付金の統合を行いながら、

集落の自主的活動を中心に、広域連携による中山間地の活性化を目指している。

・ また、地域では、有限会社グリーンファーム清里を中心とした農業法人の連合が形成されており、これを母体に、
農村ＲＭＯとしての活動を区域全域で展開中。

・ 令和４年、これら７つの団体が、「星の清里協同組合」（特定地域づくり事業協同組合）を設立。

星の清里協同組合
（農村ＲＭＯから、組合を設立）

無期雇⽤派遣職員として採⽤

星の清⾥協同組合 組合員

派
遣

平成18年９月発足。雪深い山あいの11の集落が一つになって、
日々平穏に暮らしながら、みんなの力で伝統や文化をはじめと
する集落機能や農地と環境を守り、次の世代に引き継ぎたいと
の願いから生まれたコミュニティ。地区内における中山間地域
等直接支払交付金や多面的機能支払交付金の事務処理を担う。
農林水産省農村振興局主催「農村プロデューサー養成講座」
受講生も在籍しており、地域活動を盛り上げている。

⼀般社団法⼈ 櫛池農業振興会

出典：一般社団法人櫛池農業振興会ホームページ※ 地域づくり人材：地域の産業に従事する者やNPO等の社会貢献活動に従事する者など、地域社会の維持及び地域経済の活性化に寄与する人材等
（地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律ガイドラインより）

事例︓新潟県上越市清⾥地区

株式会社
ＴＹ ＧＲＥＥＮ
（業種︓農業）

株式会社 ＫＳ光
（業種︓農業）

農事組合法⼈
⻘柳⽣産組合
（業種︓農業）

有限会社
グリーンファーム清⾥

（業種︓農業）

農事組合法⼈
北野⽣産組合
（業種︓農業）

農事組合法⼈
⽔倉ファーム

（業種︓農業）

⼀般社団法⼈
櫛池農業振興会

（業種︓⽣活関連サービス業）櫛池地区 田植え・稲刈りツアーの開催【清里地区】人口2,457人、世帯数878戸（2022年８月末時点）
小学校１校、25の自治会（集落）
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地域おこし協力隊が、農村ＲＭＯの協議会の構成員・
事務局員となることで、外部人材としての視点を
活かした地域活性化に取り組み。

【これまでの活動例】（農村ＲＭＯに関連しうる業務）

● 各種交付金等の事務

● 鳥獣被害対策としての案山子の製作

● 地元産品を販売する無人販売所の運営

● メープルシロップや山菜ジェラートの販売

● 郷土料理継承に向けた商品開発

● 山間部における交通支援

● 高齢者見回りを兼ねた雪かき支援

● SNSやホームページ等による情報発信 等

農村RMOと 「地域おこし協⼒隊」「集落⽀援員」 の連携
・ 農村ＲＭＯの協議会は、地域おこし協力隊や集落支援員といった多様な外部人材の受け皿になっている。

・ 協議会の構成員である地域おこし協力隊や集落支援員は、事務支援やSNS等による情報発信などの活動を
行いつつ、地域の困りごとについても目配りし取り組んでいる。

地域おこし協⼒隊※１ 集落⽀援員※２

○ 集落支援員が、農村ＲＭＯの協議会の構成員・事務局員
となることで、集落への「目配り」としての地域支援に
取り組み。

【これまでの活動例】（農村ＲＭＯに関連しうる業務）

● 稲刈り（集落支援員居住地域にて）

● 田の見回り（集落支援員居住地域にて）

● 農作物の運搬（集落支援員居住地域にて）

● 地元産そば打ち教室の開催

● 地域に伝わる伝統料理の継承

● 栃の木とミツバチによるミツロウの生産

● 高齢者交通支援に関する勉強会

● SNSやホームページ等による情報発信

三大都市圏の若者などの人材等を市町村が委嘱（概ね１年以上３年以下）し、
地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域おこし支援や、農林水産業
への従事、住民支援などの「地域協力活動」を実施する制度。（総務省）

地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材を
市町村が委嘱し、市町村職員と連携して集落への目配りとして集落の巡回、
状況把握等を実施する制度。（総務省）

ミツロウの生産支援 交通支援に関する勉強会伝統料理の継承

稲刈り支援 農作物の運搬支援 地元産そば打ち教室

※１： ※２：

＜ ⻑野県栄村 ＞ ＜ ⻑野県⼩⾕村 ＞

農村空間
管理

地域資源
活用

生活支援

地域資源
活用

生活支援

農村空間
管理

案山子の作成 無人販売所 メープルシロップとジェラート

郷土料理あんぼのアレンジ商品 交通支援 雪かき支援

○
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「福祉農園」から始まる「農村版地域包括ケアシステム」の構築 （事例︓岩⼿県花巻市 ⾼松第三⾏政区）
・ 農村ＲＭＯが地域の課題解決に向け、農業・福祉の関係団体との連携による取組を実施。

・ 福祉農園における農作業や交流を通じて、高齢者・障がい者・子どもを含めた共生型地域コミュニティを形成。

地域住⺠
（⼈材）

（農業系）
・市 農政課、

農村林務課
・ＪＡ 等

（福祉系）
・市 長寿福祉課、

障がい福祉課
・地域包括支援センター
・社会福祉協議会
・大学（福祉学部）
・障がい者施設
・こども園 等

地域関係団体
福祉農園

子どもに対する食育 加工品の開発（６次化） 配食サービスの食材 福祉施設へ食材提供 サロン活動

福祉農園での活動を通じて、共⽣型地域コミュニティを形成︕

生きがい活動 子どもの食育

農地の貸し出し・交流

障がい者 ⼦ども⾼齢者

連携 実践
参加

高松第三行政区
平成20年、「地域の活性化」を目的に、

全世帯（66世帯）参加で設立。

農業・福祉・交流を柱に活動。

地域住民が主体となり、

自動車による付き添い支援等を実施

遊休農地活用・
地域資源活用

介護予防の実践現場として、
農作業の活動の場を提供

10世帯が移住︕

※ 事業実施に要する費用の一部は、介護予防・日常生活支援総合事業により補助。
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⼀般介護予防事業の活⽤した⾼齢者の農的活動事例の充実（厚⽣労働省）
⃝ 地域介護予防活動⽀援事業では、65才以上の⾼齢者の介護予防活動を⽀援しており、⾼齢者の健康づ

くり・⽣きがいづくりを⽬的とした農的活動への⽀援が可能。
⃝ ⾼齢者の農的活動において、農作業の指導、農園の管理等を農村ＲＭＯが受け⽫となって実施・調整

することが期待できる。

介護予防型農的活動 社会福祉法⼈ ⾹美市社会福祉協議会「菜園クラブ」
〜厚⽣労働省 ⼀般介護予防事業の活⽤〜

効 果

ポイント

 福祉側 介護予防/交流機会創出/
新たな⼈間関係創出/
コミュニケーションが活発化

 農業側 農地保全/新たな担い⼿創出

 総合事業の⼀般介護予防事業・
地域介護予防活動⽀援事業で実施

 農業経験のない定年退職者が実施
 男性が参加しやすい
 農地の保全
 農業⽣産者になった参加者もいる

 農的活動の事例（⾼知県⾹美市）

• 2013 年より介護予防対策として男性も参加しやすいメニューとして
農的活動を実施。

• 市から事業委託を受けた社協が農地を借り、30区画（1区画5×6ｍ）
に分け、農業経験のない定年退職者が、通年で栽培。（28⼈（うち男
性12⼈）が登録し、60 歳代、70 歳代、80 歳代が参加）

• 地域の農家が⽉２回指導し、毎週⽉曜と⽊曜の午前中は社協のスタッ
フ4 ⼈が、交代で対応や菜園管理を実施。

• ⽉曜〜⼟曜8︓30 〜 17︓00の間は、⾃由に出⼊りができ、⽣産や収
穫をすることが可能（ただし農産物販売は禁⽌）。

• ⼀部の区画は社協がサツマイモを植え、収穫時には若者サポートス
テーションセンターからニートや引きこもり者５名ほどが参加。また
参加者の⼀部が独⽴し、農業⽣産と販売を開始。
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農業就労訓練
JA⼟佐れいほく出資の農業法⼈

株式会社れいほく未来
（３週間の農業体験研修を実施）

⃝ ⼟佐町の第３セクターとして設置した産直販売店が⼤阪府豊中市にあり、同市と同町が交流。
⃝ 若者就労⽀援と⽥舎暮らしでの農業体験研修⽣の受け⼊れ機関として協⼒。

⃝ ⼟佐町の農業インターンシップ事業の連携事業体として、農作業体験受⼊、⻑期の農業研修
の指導。

⃝ 同町の農業体験イベントでは、⽥植えの体験や農作業の指導、循環型と環境保全型農業の農
産物をPRし販売。

⃝ 「⼟佐あかうし」の飼養、飼料⽤作物の⽣産、農作業受託、中⼭間地域等直接⽀払制度の農
業者サポート。

⃝ 移住者は、農業インターンシップ事業から５名、農業体験イベントから２名。
⃝ 農業研修を現在受けている⽅のうち４名が⾃社で雇⽤就農を希望。
⃝ 参加者には、複数回同町に訪れる⽅もおり、農業及び地域振興に寄与。

未来創造企業 株式会社FPI
（⼤阪府豊中市からの委託を受け就労⽀援）

⽣活困窮者等の就農訓練（厚⽣労働省）
⃝ 都市側の失業者や⽣活困窮者などの就農訓練を農村ＲＭＯが受け⽫となって実施・調整することが期

待できる。
⃝ ⼤阪府豊中市では、府の交付⾦を活⽤し、⾼知県⼟佐町等の農業法⼈の協⼒を得て、参加者の事前研

修・現地⽀援などの業務を⼤阪市の株式会社ＦＰＩ（農業塾等を運営する会社）等に委託し、農業法
⼈において研修を⾏っている。

⃝ 参加者の中には、フリーター・求職者のほか、ニート・引きこもりなどがいる。

野菜種⼦播種作業研修

⽔稲育苗作業研修

効 果

取組内容

経 緯

 農業就労訓練の事例（⼤阪府豊中市と⾼知県⼟佐町との連携）
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SC協議体

⽣活⽀援コーディネーター（SC）との連携、SC協議体への参画（厚⽣労働省）
⃝ 中⼭間地域において、複数集落を補完する農村RMOの地域マネージャー（RMG）が、市町村圏域の

SCと連携やSC協議体に参画することで、中⼭間地域の⽣活⽀援ニーズ等を把握し、福祉と農業の
マッチングも含めたきめ細かなサービスを提供。

⃝ 特に⼈的資源が不⾜する地域では、⽣活⽀援コーディネーター養成研修の受講やSC協議体への参画等
により、農村ＲＭＯの地域マネージャーを地域の中核的な⼈材として積極的に育成することも有効で
はないか。

市町村圏域の
コーディネーター

（SC）

中間⽀
援組織

社協

NPO 地縁
組織

⺠間
企業

ボラン
ティア
団体

市町村
包括

SC協議体
地区
社協

NPO

意欲あ
る住⺠

包括

SC協議体
地区
社協

包括

農村RMOの
地域マネージャー

（RMG）とSCを兼務

⼩・中学校区等の
コーディネーター

（SC）

農村
RMO

意欲あ
る住⺠

連携

中⼭間地域
（⼈的資源が不⾜）

RMG
参画

第1層 市町村全域

第２層 中学校区等

1. 各集落の⽣活⽀援ニーズをSC
に繋ぐ

2. SCをサポートして、福祉と農
業のマッチングを提案
・介護予防型農的活動
・⽣活困窮者の農業就労訓練
等
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「⼩さな拠点」と連携した農村ＲＭＯ形成の取組
・ 人口減少や高齢化が進行する中で、暮らしを守り、地域コミュニティを維持して持続可能な地域づくりを
目指すための取組として、「小さな拠点」の形成に併せて、農村資源を活用した農村ＲＭＯの活動を展開。

小さな拠点
中山間地域等において、地域住民の生活に必要な生活サービス機能やコミュニティ機能を維持・確保するため、集落生活圏における生活サービス

機能や地域活動の拠点施設を一定程度集積・確保している施設や場所・地区・エリア

内閣府「令和４年度 小さな拠点の形成に関する実態調査」（令和４年12月）より

＜ 愛知県岡崎市 ＞ ＜ 滋賀県甲賀市 ＞

旧保育園を、「鮎河地域市民センター」に改修

愛知県岡崎市では、地方創生推進交付金 (現：デジタル田園都市国家構想交付金 (地方創生
推進タイプ) ) (内閣府) を活用し、地域の魅力発信と関係人口の創出や移住・定住の促進、
「小さな拠点」形成に取り組み。

これと連携し、「岡崎市下山学区地域づくり協議会」が、農村ＲＭＯ形成推進事業を活用し、
イベントの試行や農用地保全等の活動により、地域づくりの取組を深化させ受入態勢を整備。

滋賀県甲賀市では、地方創生拠点整備交付金
(現：デジタル田園都市国家構想交付金 (地方
創生拠点整備タイプ) ) (内閣府) を活用し、
閉園した保育園を地域の拠点施設（小さな
拠点）として整備。

また、小さな拠点の運営を担う「羽ばたけ鮎
河自治振興会」が、農村ＲＭＯ形成推進事業
を活用し、この拠点施設や地域の農村資源を
活用したコミュニティビジネス及び生活支援
の検討を進めている。

多世代の交流の場を形成

〇

〇

：小さな拠点の形成を目指す地域

岡崎市下山学区地域づくり協議会
（農村ＲＭＯ）

〇

〇

地⽅創⽣推進交付⾦
（対象︓市全域）

農村ＲＭＯ形成推進事業
（対象︓下⼭学区）

将来ビジョン・遊休施設の活用検討 体験農園による多世代との交流

（取組イメージ）

地⽅創⽣拠点整備交付⾦
（対象︓鮎河地区）

関
係
⼈
⼝
の
創
出

下山学区の成果を波及

９地区で小さな拠点形成
を目指す

⼩さな拠点
施設活⽤計画

小さな拠点における施設活用計画の策定等

移住相談窓口の設置

地域の魅力を情報発信

関係人口の受入態勢を整備

農村ＲＭＯ形成推進事業
（対象︓鮎河地区）

地域の農村資源を活用したコミュニティ
ビジネス及び生活支援を推進
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農村RMOと 「公⺠館」 の連携
・ 公民館には、「学習の成果を地域課題解決のための実際の活動につなげていくための役割」に

加え、「中山間地域における『小さな拠点』の中核となる施設としての役割」「『地域運営組織』
の活動基盤となる施設としての役割」も期待されている。

・ 農村ＲＭＯの協議会が、地域の公民館と連携することで、地域住民や関係団体との交流の活性化、
地域課題を解決するための人材育成や住民による地域づくりの推進が望まれる。

＜ 富⼭県⽴⼭町 ＞
【これまでの活動例】

● 地域住民の参画・話し合いの場
宇川地域づくり準備室、大学との連携 等

● 地域の拠点施設としての活用
宇川加工所、宇川金曜市、餅つきなどの世代間交流 等

＜ 京都府京丹後市 ＞
【これまでの活動例】

● 地域住民の参画・話し合いの場
各種イベント、ワークショップの開催 等

● 地域の拠点施設としての活用
釜ヶ渕地区納涼祭、七夕行事による世代間交流 等

施設全景

釜ヶ渕地区納涼祭多様な世代が参加 多様な世代が参加 宇川金曜市

話し合いの様子 施設全景 話し合いの様子

- 公民館が、農村ＲＭＯの協議会の構成員となることで、地域住民や関係団体との話し合いの場を提供 -

【今後、公民館とともに取り組みたいこと】

● 公民館及び関係する多様な組織等と連携し、公民館を地域
の集いの拠点として、農とのふれあい活動や農村マルシェ
などを実施することにより、人々の絆をより深め、地域を
活気づけていきたい。

【今後、公民館とともに取り組みたいこと】

● 今後とも関係団体と連絡・調整し、農用地保全・
地域資源活用・生活支援に取り組む体制の整備に向けて
連携していきたい。
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